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１  はじめに  

 本準備書面は、社会学者の須藤春夫法政大学名誉教授作成の

意見書（甲１５３の１）（以下「須藤意見書」という）に基づ

いて、ＮＨＫの放送がいかなる公共的価値のもとに実践される

べきかという社会的機能等を中心に論じる。  

 ＮＨＫはホームページにおいて、「公共放送であるＮＨＫの

使命や目的は、視聴者のみなさまからいただいた受信料をもと

に、放送の自主自律を貫き、視聴者の判断のよりどころとなる

正確な報道や豊かで多彩なコンテンツを全国で受信できるよう

放送することで、『健全な民主主義の発達』や『公共の福祉』

に寄与することです。」としている。  

 しかし、このＮＨＫの説明は一般論的な説明にとどまってい

る。須藤意見書は、現代社会における公共放送の目指すべき目

的と機能は何なのか、またその条件について明らかにしている。 

２  戦前の公共放送・社団法人日本放送協会  

 戦後新たに制定された放送法（１９５０年）は、第１条にお

いて放送を公共の福祉に適合するよう規律するとして、３つの

原則すなわち放送の「国民への最大限の普及」「表現の自由の

確保」「健全な民主主義の発達への寄与」をあげている。さら

にＮＨＫに対しては「豊かで、かつ、良い放送番組」を行うこ

とが規律されている。ＮＨＫがホームページ上で示した公共放

送についての定義は、この放送法が掲げる条文の持つ規範性を

なぞったものであり、具体性に欠けている。それ故に実際の放

送活動において、特にニュースを中心に公共放送の役割を十分

に果たしていないという批判が絶えない。  

 現在の放送法の条文に示された公共放送の規範は、戦前の社

団法人日本放送協会（ＮＨＫの前身）が戦争に加担するような

社会的役割を担ったとの反省のもとに生まれたものである。し
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たがって、条文上の言葉の理解は、日本放送協会が果たした戦

前の歴史的役割を十分に踏まえたものでなければならない。  

 松田浩元立命館大学教授は、戦前のラジオは「電波は“お上

”（政府）のもの」という思想のもとに「放送は、政府によっ

て許可される私設無線電話の一種として、逓信大臣（現・総務

大臣）の厳重な監督・取り締まりのもとに置かれた。「無線電

信及ビ無線電話ハ、政府コレヲ管掌ス」（「無線電信法」第 1

条）と示されているように、電波は国家が管理するものであっ

た（甲１６１の５８頁）。  

 無線電信法の下で設立された日本放送協会は、「生まれたば

かりのその日から政府の監督下に置かれた。･･･番組内容または

概要を放送前日までに逓信省に届ける厳しい事前検閲制度が取

られた」。社団法人でありながら事実上は「準国営放送」とし

て国家管理の下で軍国主義的な国策宣伝機関として日本国民を

戦争に駆り立てる役割を担ったのである。  

３  戦後の公共放送ＮＨＫの新たな理念  

（１）放送基本原則草案にみる放送の「公器」  

 敗戦で連合国軍の占領下に置かれた日本は、アメリカ政府

の主導のもとに新たな国家体制を構築することになったが、

公共放送も民主化政策の中で位置づけは大きく変わった。と

りわけ、戦前の公共放送が国家の国策を推進する機関と化し

て戦争遂行に大きな役割を担ったことの反省から、新たな公

共放送の目的や形態に民主主義の理念や国家との距離を意識

した制度作りが中心になった。  

 その第一歩は、アメリカ政府がＮＨＫの民主的な改革のた

めに民間人からなる「放送委員会」を作ったことから始まる。

１５名の委員には、土方与志（演出家）、宮本百合子（作家）、

小林勇（岩波書店支配人）などが含まれていた。委員会のも
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とで作成された「放送基本原則草案」（１９４６年９月）（以

下「草案」という）は、放送が戦争に加担したことへの反省

が色濃く表れており、新たな公共の役割を創り出そうとする

気概に満ちた内容が見られる。  

 草案では、放送の任務を「日本ガ近代的民主主義国家トシ

テ飛躍再生シ、世界ノ民主主義ノ水準ニ到達スルタメノ『公

器』トシテ重大ナ任務ヲ有スル」（草案第１条）とした。こ

こには国家の公共放送から民主主義を飛躍的に再生させ、世

界の民主主義の水準に追いつくための「公器」＝新たな公共

放送への転換が見られる。この考え方は放送が民主主義国家

を作る上で重要な役割を担っているとの認識にたったもので

あり、きわめて重要である。  

 敗戦直後の日本にまったく新たな放送を出発させようとし

た放送委員会は、ＧＨＱの指導があったとはいえ、日本人の

手による放送の考え方を草案に示しており、今日の公共放送

を考える上での原則的な要件を提示している。  

（２）ＮＨＫの公共的価値  

 ＮＨＫは、現在、次のような公共的価値を表明している（２

０１８年度―２０２０年度経営計画）。①正確、公平、公正

な情報で貢献、②安全で安心な暮らしに貢献、③質の高い文

化の創造、④地域社会への貢献、⑤日本と国際社会の理解促

進、⑥教育と福祉への貢献、である。  

 そのうえで、「さらなる実現度の向上を目指し、放送と通

信の融合時代に、『いつでも、どこでも』視聴者のみなさま

の期待にしっかりと応えられる『情報の社会的基盤』として

の役割を果たしていきます」（同経営計画）と述べる。ＮＨ

Ｋが公共的価値の表現を使って上記の内容を現したのは初め

てのことであるが、依然として公共放送が果たすべき社会的
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な機能への言及がない。  

 それをあきらかにするために２００５年５月にＮＨＫが内

部に設置した検討会「デジタル時代のＮＨＫ懇談会」報告で

示した公共放送の役割論が参考になる。  

  この検討会は、２００４年にＮＨＫ紅白歌合戦の担当プロ

デューサーによる制作費の使い込みが発覚し、ＮＨＫが激し

い批判にさらされたのをきっかけに外部の有識者を集め「デ

ジタル時代のＮＨＫ懇談会」。以下、デジタル懇）として立

ち上げ、２００６年報告書「公共放送ＮＨＫに何を望むか - 再

生と次代への展望」（甲１６３）を発表した。委員には、長

谷部恭男（東大大学院教授）、江川紹子（ジャーナリスト）、

吉岡忍（作家）など１７名が名を連ねていた。  

  同報告書に記された公共放送のあり方は、新たな「公共」

を考える上で示唆に富む内容となっている。  

 要約すると次のような内容である。  

①  民主主義社会にあって、質が高く、多様性に富み、偏りを

排した公共放送の役割は決定的に重要である。とりわけ特

定企業やスポンサーに依存せず、視聴者が負担する受信料

によって運営される公共放送は、健全で、多様・多彩で活

力ある民主主義社会を維持・発展させるために不可欠であ

る。  

②  人々をつなぎ、地域や社会の一体感を醸成し、また多様な

価値観や文化の形成に寄与する公共放送の役割は、経済的

・地理的・文化的格差が広がり、さらにそこに技術的格差

（デジタルデバイド）が重なって深刻な社会問題化する現

在、ますます重要になっている。  

③  公共放送としてのＮＨＫは、広範な人びとの暮らしと社会

参加に必要な情報や知識、理性と感情に訴える有意義で多



- 6 - 

彩な現象や価値観を、社会全体に公平に、また迅速に伝え

る役割を担っている。公共性は、分け隔てなく一律に、と

いうだけにとどまらず、その内容的総合性も含んだ概念で

ある。  

④  視聴者が受信料を負担するのは、ＮＨＫに質が高く楽しく、

災害時などでも信頼できる放送を望むと同時に、このよう

なさまざまな番組が多様な意見や価値観の行き交う公共空

間の形成と育成につながり、ひいてはそのことが社会や文

化の成熟をもたらすと期待するからである。  

 このように公共放送のあり方を指摘した上で、ＮＨＫへ

の提言として「視聴者第一主義」を具体的に実践すべきだ

としている。「視聴者第一主義」とは、広範な視聴者との

不断の合意形成の努力であり、ＮＨＫは「自主自律」と「放

送倫理」の遵守を基本に、各地域、各世代、各見解等に分

け入って、視聴者の多彩な意向をていねいに汲み上げる努

力を重ねなければならない、としている。（甲１６３の１

１頁以下）  

 ７０年前、戦後の新たな日本社会に放送を通して市民社

会を根づかせようとして作られた放送基本原則草案の精神

は、デジタル懇報告の中に生きていると思われる。  

 しかし、ＮＨＫは、この懇談会報告書に盛られた公共放

送のあるべき理念やパフォーマンスを経営計画に反映する

ことなく今日に至っている。  

 経営計画に盛られた公共的価値は、放送を一方向の伝達

メディアとしてのみ理解しているといえよう。マスメディ

アである放送は、一方向性のコミュニケーション特性を強

く有するが、多様なコミュニケーション ･メディア（機械的

手段だけではなく視聴者との対話なども含む）を駆使する
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ことで双方向性を構築することは可能である。  

 経営計画に放送の公平・公正や民主主義の発展に寄与す

るなどの言葉はあるものの、それを実践する要である「自

主自律」の確立と「放送倫理」の遵守が果たされていない。

ＮＨＫの公共的価値を実現するうえで視聴者との断絶があ

るために、ＮＨＫの放送実践に「視聴者の知る権利」を担

っている視点が欠落しており、政治権力との距離が保てな

くなっている。  

 そのために、ニュース番組を中心に市民からのさまざま

な批判が寄せられる結果を招いている。その一端は、小滝

一志氏の２０１９年２月１３日付け陳述書（甲１５０）で

明白にされたところである。公共放送の重要な役割である

社会の「一体感を醸成する」機能は果たされず、逆にＮＨ

Ｋの放送のあり方をめぐって視聴者の間に分断を招いてい

る状態はきわめて深刻な事態である。  

４  イギリスの公共放送ＢＢＣが示す公共的価値  

 外国の公共放送がその価値をどのように示し実践しているの

かを見ることでＮＨＫとの違いをあきらかにしたい。ここでは

ＮＨＫがモデルとするイギリスの公共放送ＢＢＣ（ Br i t i sh  

Bro adcas t in g  Corpo ra t ion）を事例とする。  

 ＢＢＣは、国王の特許状（ Ro yal  Char t e r）によって設立の根

拠が示され、政府との協定書（ A gr eemen t）において経営や番組

についての取決めがなされるという二重構造のもとで運営され

ている。ＢＢＣの公共目的は特許状、協定書の両方に明示され

ているが、現在の特許状（２０１７年１月に発効）では次のよ

うに規定している。①公平なニュースと情報を供給することで

人々に彼らを取り巻く世界を理解し考えるようにすること、②

すべての年齢の人々のための学習をサポートすること、③最も
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創造的で高い質と特質のある番組・サービスを提示すること、

④英国のすべての地方と地域のすべての多様なコミュニティを

反映し、代表し奉仕することによって、英国の創意ある統一を

支援すること、⑤英国の文化と価値を世界に反映させること、

である。  

 ほぼ１０年ごとに見直される特許状には必ずＢＢＣの公共的

目的が記載されているが、現在の特許状が保守党政権の下で作

成されたために、公共的目的の要の部分である①の項目は一般

論的な記述にとどまっている。前回の２００７年特許状は労働

党政権下でなされたために、この時は公共的目的のトップに当

たる①では「市民性と市民社会を維持する」と記述され、公共

放送を市民社会との関係において規定していた。０７年特許状

を検討する経過でＢＢＣは「公共的価値の構築」を積極的に打

ちだした。注目できるのは、民主主義的価値のタイトルで、Ｂ

ＢＣは信頼と公平なニュースや情報を提供することにより、市

民が社会を知る力と社会との関わりを持ちたいと思うようにな

ること、また市民生活を支え国民的議論を促すこと、という ｢市

民性 ｣を作り出す機能を強調した点である。さらに、社会・コミ

ュニティの価値のタイトルでは、イギリス国内のコミュニティ

が互いに共通なところと違う点を認識するよう支援し、より深

い理解をとおして社会的な結束と寛容性の構築を目指す、との

提案もしている。  

 ＢＢＣは ｢公共的価値の構築 ｣の提案において、ＢＢＣの最も

重要な貢献のひとつとして、人々に対してある事柄の背景と分

析に強く関わった信頼のおける、独立した、公平なニュースと

情報を提供することだとしている。イギリスの民主主義に基礎

的な要素を提供する助けになるのが、正直で信頼できるニュー

ス、厳格な分析と広い視野、気の利いた討論の提供であり、こ
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れにより市民は投票に際しても自分の意見をもち行動すること

ができるようになるのである。  

 ここに示された「市民性」や「社会的な結束と寛容性」の構

築を内容とする公共的価値の目標は、ＮＨＫが公共放送を考え

る上できわめて重要な示唆を与えているといえよう。  

５  公共的価値達成への説明責任  

  ＢＢＣは受信許可料を財源として公共サービスを行うことか  

ら、視聴者への説明責任の強化がはかられてきた。すでに１９  ９

６ 年 の 特 許 状 更 新 時 か ら 毎 年 、 ｢視 聴 者 に 対 す る 約 束 の 表 明 ｣  

（ Sta t emen t  o f  P ro mises  t o  Aud i ence）を公表してきており、ＢＢ

Ｃの  ガバナンスを担う経営委員会（現在は、独立機関の Of com）

が  その履行状況を検証し、年次業務報告書でその結果を公表、

あ  わせて執行部に対して次年度の ｢目標 ｣（ ob jec t ives）を与える

こ  とが義務づけられている。  

  ＢＢＣの公共的価値の遂行に対応して ｢目的的任務 ｣の評価方  

式を導入した０７年特許状のケースでは、｢市民性と市民社会  を

維持する ｣任務の評価基準として、①「編集権の独立や質の  高い

ジャーナリズムで、ほかから目標とされるような評判を維  持し、

拡大すること」（視聴者がそう認識したかを調査）、② ｢ニ  ュー

スや時事問題、その他の課題に幅広い視聴者を引きつけ、  参加

させる ｣（ＢＢＣが日常の大きな問題に関心を持つように  させ

た、と視聴者が受け止めているかどうかを調査）を挙げて  いる。 

  調査は２００７年２月に実施され４５００人の成人へのイン  

タビュー方式で行われた結果はＢＢＣトラスト（当時のＢＢＣ  

の監督・規制機関）の０８年次報告に掲載されている。「視聴  者

は Ｂ Ｂ Ｃ ニ ュ ー ス の 独 立 性 に 特 に 高 い 価 値 が あ る と 認 め て い  

る。この年、ＢＢＣのメインニュースや時事番組の視聴者の評  価

数値は継続的に安定している。ＢＢＣニュースとＢＢＣ議会  中
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継チャンネル利用は昨年に比べて増加しており、視聴者の番  組

の質への理解も高い。信頼性、正確性、公平性に関する視聴  者

の比率も年間を通してきわめて高い評価を維持している」と  記

述されている。  

  公共的価値を調査によって客観的に評価し公表する姿勢は、  

視聴者にＢＢＣの機能を目に見える形で説明できるので重要で  

ある。このように、ＢＢＣは受信許可料支払者への説明責任と  し

てＢＢＣの公共的価値が視聴者からどのように評価されてい  る

か、ＢＢＣはその評価をさらに高めるための目標をあきらか  に

しており、説明責任こそが公共性を担保する行為として重視  し

ていることが分かる。  

  ＮＨＫも２００５年から視聴者に ｢約束 ｣を公表し、その評価  

を第三者委員会の「視聴者視点によるＮＨＫ評価委員会」に委  託

する説明責任システムを採用した。「約束」は①受信料にふ  さ

わしい、豊かで良い番組の充実、②受信料の公平負担の徹底、 ③

視聴者の声の事業運営への反映、④不正を根絶し、透明性と  説

明責任を重視する運営、⑤経費の節減、⑥デジタル技術の成  果

の視聴者への還元の６項目である。しかし、調査結果はＮＨ  Ｋ

ホームページに２０１２年までしか掲載されておらず、評価  委

員会も２０１２年度で終了している。今では視聴者への ｢約  束 ｣

も明示しなくなっている。  

  わずか７年間で打ち切り、現在はＮＨＫ収支予算、事業計画  

で示した「重点方針」に沿って、その達成度をＮＨＫ自身が調  査

し評価する形となっている。調査は１４項目について視聴者  が

持つ ｢期待度 ｣と ｢実現度 ｣を調べ、両者の差の開き具合によっ  て

ＮＨＫのおかれた公共的価値の評価に結びつけようとするも  の

である。  

  ＮＨＫが第三者委員会に委託した方式を廃止した理由は不明  
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であるが、データの抽出と評価はやはり第三者に委ね客観性を  

担保するべきが当然である。  

  評価委員会が２０１３年に廃止されて以降、経営計画や業務  

報告の中で公表された視聴者による経営指標調査の結果は、評  

価委員会時代と比べてきわめて簡素化されており、評価もＮＨ  

Ｋが行ったものであるために客観性に欠けている。経営指標に  

当たる１４項目は抽象度が高く回答者の主観的判断に大きく左  

右される欠点がある。２０１７年度の調査結果では、｢公平・  公

正 ｣の期待度７７・８％に対し ｢実現度 ｣７５・８％、「多角的  論

点の提示」は期待度７９・８％に実現度７８・２％となって  お

り、期待度と実現度の差がほとんどないほどに実現度に高い  数

値がみられる。  

  しかし、市民団体 ｢放送を語る会 ｣のテレビ政治報道のモニタ  

ー調査結果によれば、ＮＨＫニュースは「公平」の点で問題が  あ

ると指摘されている（甲１５４～１５９）。また、トランプ  大

統領の政策、北朝鮮の核実験や弾道ミサイル発射に関するＮ  Ｈ

Ｋのニュースは、政府の発表報道が中心で多角的とはいえな  い

と指摘している。ＮＨＫが公表する ｢公共的価値 ｣の達成評価  と

は大きな食い違いがあるのが現実である。  

６  公共放送の自立  

（１）ＢＢＣの独立  

  公共放送が公共的目的にそった機能を発揮するのは番組活動  

においてである。それを十全に保障するためには ｢放送の自由 ｣  

が確保されていなければならない。 ｢放 送の自由 ｣の 確保の第一  

の要件は「政治権力からの独立」である。  

  日本の放送制度は、放送法、電波法、独立行政機関の電波監  

理委員会設置法の三者が有機的に機能することで、放送の公共  

的目的が実現する仕組みになっている。しかし、１９５２年に  電
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波監理委員会設置法が廃止されたために三者の関係性は断ち  切

られ、独任制大臣に放送行政が委ねられたため、政治と放送  の

距離はきわめて近いものとなった。放送・通信行政を司る独  立

機関の不在やＮＨＫ予算の国会審議、内閣総理大臣による経  営

委員任命などをとおして放送への政治的な介入が頻発し、｢放  送

の自由 ｣は侵害され続けている。  

  公共放送の政治的自立を検討するに際しても、ＮＨＫがモデ  

ルとするＢＢＣの政治的独立の有り様が参考になる。  

  ＢＢＣの特許状には、「ＢＢＣの独立」の項目があり「ＢＢ  

Ｃはその任務の達成と公共的目的の促進に関するあらゆる事   

柄、特に編集とクリエーティブな決定、番組とサービスを供給  す

る時間編成や提供の方法および業務の管理面で独立していな  け

ればならない」と明確に記されている。  

  特許状にもとづきＢＢＣの独立の保障は、ＢＢＣの企業統治  

（ガバナンス）のあり方をとおしてなされてきた。これまでは  Ｂ

ＢＣの内部に執行部と切り離された監督機関としてＮＨＫと  同

様の経営委員会（最高意思決定機関）や「ＢＢＣトラスト」  な

どによっていたが、１７年特許状ではそれを廃止して内部に  執

行責任を負う理事会を設置する一方、ＢＢＣの監督・規制は  外

部の独立機関 O fcom（ Off i ce  o f  com munica t ions、放送通信庁）が

担  うことになった。 Of com はＢＢＣの公共サービス（テレビ・

ラ  ジオ・オンライン）についてサービス運営免許（ Oper a t in g  

l i cense   fo r  t he  ＢＢＣ’ s  Pub l i c  S erv i ces）を発行し、公共目的

の遂行状況の  業績評価（ＢＢＣが運営免許に違反したと Of com

が判断した場  合には最大２５万ポンドの罰金が科される）のほ

かにＢＢＣが  新サービス導入や現行サービスの大幅変更を行う

際には、ＢＢ  Ｃが実施した「公共の利益審査（ Pub l i c  In t e res t  

Tes t）」の結果を Ofcom もアセスメントを行って新サービスが
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開始される。  

  このように公共放送の監督・規制は政府が直接行うのでな  

 く、独立機関によって実施することで政治的な独立性を保障す  

る試みを続けている。  

（２）独立のための自助努力  

  ＢＢＣの独立は制度的にみれば特許状のもとで政治からの独  

立を担保されているが、現実には政府によるＢＢＣの報道への  

介入が見られ対立を起こしている。戦後のＢＢＣ改革に功績が  

あったと言われるジョン・バート（ J ohn  Bi r t）会長は、「第二次  

世界大戦下におけるＢＢＣは政府の戦争プロパガンダの道具に  

されないように報道の独立性を守ったと評価し、ＢＢＣのジャ  

ーナリズムの歴史は政治家との戦いの歴史であった」と述べて  

いる。政府との対立はＢＢＣの権力を監視する機能を発揮した  

が故に起こっているのである。  

  二大政党制が機能するイギリスでは、保守党、労働党のどち  

らの政権時においてもＢＢＣは報道の自由を守るために対応を  

重ねてきた。保守党サッチャー政権時代の１９８２年、フォー  ク

ランド紛争勃発の際の報道では、自国の軍隊をイギリス軍、  相

手国の軍隊をフォークランド軍と呼んで客観的・中立的な報  道

につとめた。しかし、「わが軍」「敵軍」という愛国的な呼び  方

を期待していたサッチャー首相から強い非難を受けることに  な

る。国会に呼ばれた当時のＢＢＣ会長グレック・ダイク（ Gr eg 

 D yke）は保守党議員から「反逆罪といってもいい」と指摘され、 

サッチャー首相もそれに全面的な同意を与えたほどだが、最後  

まで先の報道姿勢を貫いた。  

  労働党政権下で起こったアフガニスタン戦争（２００１年）  

でＢＢＣは「戦争報道ガイドライン」を設定し、これまで慣例  と

して使ってきた自国の軍隊を「英国軍」とし、「敵軍」より  敵
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対する国名で表現するほうが適切であると公式に明らかにし  て

いる（２００３年のイラク戦争報道においても同じ内容のガ  イ

ドラインを発表している。）。  

  イギリスではイラク戦争の参戦に国論が大きく分かれたため  

に、ＢＢＣは「戦争に反対する声」も積極的に報道したことか  ら

ブレア政権から非難を受け緊張関係を引き起こしたが、自ら  の

報道姿勢を貫いたのである。  

  ＢＢＣがイラク戦争報道で深い傷を負ったのはＢＢＣのアン  

ドリュー・ギリガン記者がブレア首相の参戦根拠を「セックス  ・

アップ」（魅力的にするとの意味：ブレア首相が“イラクは 45 

分以内に大量破壊兵器を実 戦配備できる態勢にある”との情報  

を間違っていると知りながら報告書をねつ造）したとラジオ番  

組で報道したことに端を発している。ブレア首相はＢＢＣに抗  

議して訂正と情報源の開示を求めるが、当時のＢＢＣ会長ダイ  

ク氏はこれを受け付けなかった。ギリガン記者は議会に召喚さ  

れ謝罪を求められたが拒否し、政府とＢＢＣは全面対決に入る  

ことになる。  

  議会がこの問題の調査委員会を設置、調査委員会は政府の情  

報操作を否定しギリガン記者の報道は誤報だと結論づけた（２  

００４年）。そのため視聴者のＢＢＣ批判は激しさを増し、ギ  ャ

ビン・デービス経営委員長とダイク会長の２人が辞任に追い  込

まれる結果となり、ＢＢＣのニュースの信頼は失墜すること  に

なった。  

  しかし、その後、イラクに大量破壊兵器が存在していないこ  

とがあきらかになり、ＢＢＣの報道内容は正しかったことにな  

るが、信頼の回復には時間がかかった。  

７  おわりに  

  先に見たようにＢＢＣはＮＨＫ以上に国家との距離を保つの  
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が難しい面を持っている。にもかかわらずＢＢＣのニュースに  

対する評価は、信頼、正確、公平のどれもがイギリス国内の商  業

放送（地上波、衛星）、主要新聞、ネットニュースなど１５  の

メディアのなかで５０％強を越える数値を獲得している（２  位

の商業放送 IT V は１０％台に過ぎない。調査はＢＢＣが調査  会

社 MOR I に委託して行われ、成人２０１８人を対象に面接調  査

によって得た結果である。  

  この結果はひとえにＢＢＣが公共的価値の達成を目指して、  

政治権力への監視機能を遂行し市民社会の民主主義を実現する  

ために公正な報道を続けてきたからにほかならない。  

  政治権力からの独立は、自らの努力なしにはできないことを  

ＢＢＣの経験は教えている。  

  公共放送が公共的価値を実現する目的は、市民社会の民主主  

義を実現することであるが、市民の知る権利を充足するために  

権力を監視し、「多様な意見や価値観の行き交う公共空間」を  形

成して「社会の一体感の醸成」、あるいは「社会的な結束と  寛

容性の構築」をはかる機能の実践にあるといえよう。現代社  会

が さ ま ざ ま な 局 面 に お い て 分 断 や 細 分 化 が 進 行 し て い る だ け  

に、ＮＨＫに課せられた公共放送としての役割はきわめて大き  

い。  

  安倍チャンネル化が著しいと言われる今日のＮＨＫのニュー  

ス報道番組は、放送法第４条１項各号（政治的公平、多角的論   

提示等）に明らかに違反するものであり、国民の知る権利及び  

民主主義の前進に寄与する公共放送とは到底認められない。  

以上  


